






バングラデシュは急速な経済発展を
遂げている一方で、貧富の格差が

拡大しています。地方では零細農家がほとんど
で、農薬や化学肥料の使用による経費が家計を
圧迫し、健康被害や環境破壊などの問題も起き
ています。慣習的にまだ地位が低い女性は、家
庭内での食事が後回しになり、妊娠中でも栄養
不足となって低体重の子どもが生まれる要因と
なっています。

ボダ郡で緊急に栄養改善が必要な母子100名ずつを支援する３年間のプログラム※を、大
きな成果を得て終了しました。栄養改善食の提供だけでなく、母親には栄養と調理につ
いて指導し、養鶏の開始も支援。さらに夫とその母親に向けてワークショップも実施しま
した。女性の地位が低く、若い母親は食事も後回しになってしまう慣習が、HFWから学
んだ知識の実践の壁になっていることがわかったためです。この３年間の取り組みの結
果、母親は家庭でより栄養価の高い食事の提供や摂取ができるようになり、栄養状態も
大幅に改善しました（表）。この成功をもとに、１年に凝縮したプログラムの実施、メディア
露出や冊子配布など、広域への波及を狙った展開を準備しました。

※味の素株式会社「食と健康」国際協力支援プログラムにより実施

　23ヵ村の2万7000人を対象に、HFWが
掲げる食につながる６つの分野（栄養改善、
教育、保健衛生、収入創出、ジェンダー平
等、環境）すべてへの取り組みを継続しまし
た。特に、低コストで土や人体にも害がない
有機農業に注力。バングラデシュにおける
有機農業のけん引役として、農家と行政双方
に影響力を発揮しました。有機農業をはじめ
とした活動のノウハウは、メディアを通じて
活動地以外にも伝えることができました。



　HFWが中心となって立ち上げた「バング
ラデシュ国内の農産物の安全推進を訴え
るネットワーク（b_SAFE）」や「食の安全性
についてのネットワーク」を通じて、国連食

糧農業機関（FAO）や他のNGOと協働した
活動を継続して展開しました。HFW支部
事務局長はb_SAFE事務局長を兼ねてい
ます。HFWが支援する住民が首相に対し
て政策提言を行ったことは、2012年度の
大きな成果です。

ボダ郡チョンドンバリ区の有機農家た
ちが、ハシナ首相に政策要望を行いま
した。６月５日の世界環境デーに合わ
せて、区の農業局農業官に有機農業
の意義やHFWの農業訓練センターの
役割について説明。有機農家への支
援や訓練実施、安全な食べ物に関す
る国民への啓発活動など、環境に優し
い農業支援への要望書を託しました。
農業官は彼らの行動力を高く評価し、
有機農家たちの後押しを約束してくれ
ました。
今回を契機に行政との関係を深めるこ
とができ、また自ら動き出す重要性を
再認識しました。

　食料の安全保障について、引き続き広く
市民に呼びかけました。積極的にメディア
を活用し、支部事務局長はテレビ番組出演
をはじめ、20以上の新聞の取材に応じた
り、記事を執筆したりしました。知識を得た
市民が行動を起こせるよう、政策提言に住
民が果たす役割についても同時に伝えてい
ます。さらに食べることが本来「権利」であ
ることを知らせる活動を開始しました。

食料への権利についての啓発トレーニングを始めました。初年度
はカリガンジ郡とボダ郡で１回開催し、活動の推進役を担う住
民、YEHメンバー、HFW職員の43名が参加。「食べることができ
ないのは仕方がない」ではなく、安全な食品を十分に食べること
は人間の基本的な権利であることや、それが侵害されている原
因、権利を守る方法などについて伝えました。住民からは、状況
を変えるために誰に何を訴えていけばいいかと、行動に結びつく
ような質問が出されるなど、住民の意識に変化がみられました。

　３地域32グループ、530名で活動する
YEHをサポートしました。YEHは、平和セ
レモニー「広島Day」（８月）や寒波に苦しむ
住民への毛布配布（12月）、青少年政策へ
の提言を継続。若者の収入創出のために、
養羊（１月）やパパイヤ栽培（３月）も開始し
ました。世界的キャンペーンStand Up Take 
Action（SUTA）※では、インターネットで３
地域をつないで実施（10月）。国内会議に
は３地域から40名が参加して、活動創作
や能力強化の研修を行いました（９月）。

2008年に始めた青少年政策への提言を継続しました。YEHが国内会議や研修の際に、
青少年政策に関わる省庁から担当官を招き、直接提言。また、カリガンジ郡では人間の鎖
をバスターミナルで実施し、世論に訴えました（３月）。提言の内容は、青少年育成に関わる

政策決定において若者の参加を確実にすること、
企業が採用活動で応募者に求める出願料を禁止す
ること、職業訓練講座数を増やし質を高めること、
教育施設への予算を増やすことなど、10項目です。



民主主義が根づいている国なが
ら、西アフリカで強まる情勢不安の

影響によって、常に紛争や政治混乱のリスクにさ
らされています。就学率は徐々に高まっているも
のの、半数以上の成人が非識字です。また、女
性の地位が低く、女性と子どもの食事が後回し
になり、十分に栄養がとれていません。医療設
備も整っていないため、出産の過程で多くの妊
産婦が命を落としています。ほとんどの農家は、
収穫はあっても、農作物の効果的な保管や加工
で付加価値をつけて売るノウハウを持っておら
ず、収入が限られています。

　栄養改善、教育、保健衛生など６つの事
業をベト村とその周辺に集中して実施してお
り、その事業を継続しました。現地の言語を
使った識字の普及や幼児教育など、ベナン
国内では前例が少ない分野の事業も、地道
に成果を上げています。母子保健センター
では課題となっていた予防接種を開始する
など、事業の質も向上し、住民からの信頼
も高まりました。

2006年にHFWの支援で開園したベト村唯一の幼稚園で、新たに給食を開始しました（２
月）。家庭で十分に食事をとれていない、通園に片道１時間もかかるために昼食を食べに
家に帰れない、などの理由から栄養不足の子どもが多くいたためです。３～５歳の園児約
140名の栄養改善を目的に、この地域で主食として食べられているイモに加え、タンパク源
であり鉄分も豊富な豆を取り入れたメニューを提供しています。



　持続可能な開発のために平和構築活動
を行う「西アフリカ平和構築ネットワーク
（WANEP）※」への参加を継続し、積極的
にネットワークの活動に貢献しました。その
ことによって、他機関とのネットワークや人
脈が広がり、食料問題の解決を図るHFW
独自のアドボカシー活動を展開しやすい土
壌ができました。

※西アフリカ15ヵ国500団体
以上のネットワークで、ベナ
ンでは25団体以上のNGO
が加盟。HFWの支部事務局
長は2011年からWANEPベ
ナンの理事長を務める

支部事務局長は、WANEP理事長として近隣諸国の有
識者とともに、ベナンで行われる選挙全般の実施体制
について提言書をまとめ、大統領および、国内の各関
係機関に手渡しました（６月）。これは、2011年に
WANEP理事長として大統領と面会した際、直接要請
を受け、それに応えたものです。ベナンはアフリカの中
では民主的と言われており、2011年３月にヤイ・ボニ大
統領が再選されたときでも大きな混乱はありませんで
した。しかし、アフリカ諸国では、選挙のたびに混乱が
起こるケースが多発しており、ベナンでも平和構築を確
固たるものにすべく、さらに民主的な選挙実施体制が
模索されています。

　２地域、70名で活動するYEHをサポー
トしました。YEHは、環境衛生の改善活動
を継続しました。また、他NGOにも呼びか
けて、それぞれの活動地でSUTAを実施。
YEHは、800名で行いました（9月）。８月に
２日間開催した国内会議には70名が参
加。企画や会議運営などの研修を受けるこ
とで、より質が高い活動ができるようにな
りました。また、HFWの母子保健センター
の運営にも参画しました。

2004年に政府が制定した「家族規約」のうち結婚・出生・相続など女性に関する権利につ
いて広めるため、住民同士で語り合い、理解を深める機会をつくる活動を継続しました。
HFWは、まず活動の推進役となる住民に対して、規約の内容と話し合いの進め方に関す
る研修を実施。その後、彼らが寸劇や歌、DVD教材、クイズ形式のラジオ番組などを通じ
て、広く住民に広めています。
また、地域開発の事業（衛生管理、協同組合、識字）についての啓発用のDVD教材を新た

に作成しました。さらに住民の興味を引くようユー
モアが必要との反省もありましたが、HFW活動地
の住民たちが自ら出演し好評を得ています。

YEHは、衛生環境の改善活動を継続しました。衛生状態のよくない地域でマラリアやコ
レラなどの病気が蔓延し社会問題となっており、医療費は人々の生活も圧迫します。YEH
は、定期的な清掃に加え、ゴミ箱の設置、住民にゴミ問題について広く知識を広める活動
を実施しました。また、路上に捨てられて水たまりをつくり病気の発生源になっているビ

ニール袋に代わり、紙袋の使用を呼びかける
活動を開始。新聞紙で500袋を作って、店舗に
配布しました。新聞紙の袋は、HFW支部事務
局長がバングラデシュ支部から学び、提案した
ものです。

　2008年に開始した、住民自身が権利に
ついて考え理解するための啓発活動を継
続。衛生管理に関する啓発活動も本格的
にスタートしました。また、地域開発の事
業においてDVD教材を制作しました。これ
らで得たノウハウを生かして、今後食料へ
の権利についての啓発活動を開始し、効果
的に展開していく予定です。



世界で３番目に５歳未満児死亡率
が高い国。さらに世界的な気候変

動の影響を受けた農作物の不作が追い打ちをか
けています。食料価格の高止まりが続き、１日１
回しか食事がとれていない家庭が多く、その食事
の質も十分ではありません。家庭での栄養の知
識も乏しいために、栄養不良になる子どもも多く
います。家族の健康と生活を支える母親の知識
や収入を増やすことが、課題となっています。

　首都から近いクブリ郡の４村において、小学
校での給食提供、乳幼児と妊産婦対象の栄
養改善、母親の収入を創出する協同組合支
援、安全な飲み水確保のための井戸修繕など
の事業を継続しました。

HFWが支援するピシ村小学校が、中学校へ進級する試験の合格率100％を達成しました（６
月）。ブルキナファソでは小学校でも進級試験があり、中学校進級試験の合格率は全国平均
64％（2011年ブルキナファソ教育省）。これを大きく上回り、しかも合格証を手にした６年生51
名の半数以上は、成績優秀者として学費免除で中学校へ進学できることになりました。
子どもたちの学力が向上したのは、HFWが給食を支援し始めた2006年から。子どもの集中力
が高まり、一時帰宅していた子どもは昼にも勉強ができるようになりました。教師や保護者も成

果を感じ、熱意をもって子どもたちの学習を支援しました。



　支部事務局長がブルキナファソで開催された第
５回アフリカ開発会議（TICADＶ）に向けた高級実
務者会合に参加しました（11月）。ブルキナファソで
活動する数少ない日本のNGOの現地支部として、
日本とアフリカの市民社会の会合の提言をまとめる
だけでなく、運営面でも重要な役割を果たしまし
た。この経験を生かし、2013年度からアドボカシー
に着手する計画作りも行いました。

　2011年に16名で再開し、2012年には30名に増
えたYEHの活動をサポートしました。YEHは、ベナ
ンの活動を参考に環境衛生の改善を実施。国内会
議では、環境問題について学び、活動への意欲を高
めました（９月）。HFWはYEHに対してチームマネジ
メントとリーダーシップについての研修を提供し（８
月）、活動を拡大する基礎固めを支援しました。

国営の保健センターと協力して乳幼児と妊産婦の栄養改善を継続。11ヵ村
の０～５歳未満児約4500名を対象にして、健診を行い、栄養不良児には栄
養粥の提供とお母さんへの保健指導を実施しました。2012年度はのべ約
2000名の子どもたちが定期健診に訪れ、219名の栄養不良児が標準体重
に回復しました。また、2007年に始めた月１回の出張健診を終了することが
できました（３月）。看護師が村に出向いて健診し、治療が必要な場合にセ
ンターに来るよう伝えてきましたが、2011年ごろから集まった子ども全員が
健康と確認される村が増えており、目的を果たしたためです。2012年度は年
間326名が受診。５年前には30％だった栄養不良児の割合が、２％にまで
減少しました。今後は、現在の健診よりも詳しい栄養状態の調査を行い、

結果を踏まえて次の事
業展開を検討します。

不衛生な環境のために感染症が蔓延し、通院費や薬代のために少ない
食費をさらに削っている世帯が多くあります。YEHは、小学校４校約
2500人の子どもたちを対象に、定期的に学校の敷地の清掃活動や啓発
活動を行い、衛生管理の大切さを伝えました。劇団による寸劇やクイズ
大会を企画し、子どもたちの興味を引き、わかりやすく伝える工夫もし
ています。このプログラムに子どもたちは大喜びで、少しでもよく見たい
と前に詰めかけ、身を乗り出
して見ようとする子ばかりで
した。自然と清掃や手洗いの
習慣が身についてきました。

TICADは、アフリカについての重要な政策が協
議される日本政府が主導する国際会議。第５回
開催（2013年横浜）に向けてアフリカ自身の声、
国際社会の見解を集めるため、日本とアフリカ
の政府関係者、国際機関、NGOなど約300名が
参加して、ブルキナファソで高級実務者会合が
実施されました。HFWは、支部事務局長が日本
とアフリカの市民社会の会合に参加し、他の
NGOとともにこれまでのTICADの評価を行
い、市民社会側の要望をまとめました。また、分
科会「強固で持続可能な経済成長」の議長を務
め、HFWの活動経験をもとに活発な議論を推
進し、提言のまとめに重要な役目を果たしまし
た。主な提言として、TICAD共催者※に対し、
小規模農家を対象とする農業投資の必要性、
経済発展に伴う利益が社会に還元される制度、
TICADへの市民社会の関与の必要性を訴えま
した。

※日本政府、国際連合、国連開発計画、世界銀行、アフ
リカ連合委員会



温暖な気候のために、もともとは緑
豊かで農業の潜在力があるといわ

れる一方で、急激な人口増加で森林伐採が進
み、あと40年で全土が砂漠化するともいわれる
状況です。周辺国と比較して、安全な水の確保と
トイレなどの普及による衛生的な環境が、まだ不
十分な状態です。栄養の知識が普及しておらず、
家庭で適切な食事を与えられていないため、栄養
不良となる子どもが多いのも特徴です。

　住民の要望が強い井戸とトイレの建設を
継続して行いました。住民による井戸管理
委員会の運営支援や、公衆衛生・井戸管理
の研修も実施しました。学校支援や植林、
収入創出などとあわせ、地域づくり全般に
取り組みました。さらに、これまでの活動が
順調に推移していることから新たに栄養改
善事業を開始（８月）。前年度に栄養調査を
行い、活動地域の５歳未満の子どもの５人
に１人が栄養不良であることが判明したた
めです。

ワキソ県の井戸の普及率はウガンダでも全国平均を下回っており、2000～3000名にひと
つしかなく、不衛生な池の水を使用する人も多くいました。そこで、HFWは2002年から69
基の井戸を支援。2012年度は３基を建設し、250名にひとつあるようになり、ほとんどの
住民が井戸水を使えるようになりました。
また、建設から10年を越えた井戸で、水質の再調査を初めて実施（12～１月）。調査したす
べての井戸で水質が悪化していることが判明し、さびた鉄パイプをプラスチック製に交換
するなど対処しました。ウガンダでは、井戸を建設した援助組織や自治体が水質の再検
査をした例がほとんどなく、今回の調査に協力した県も結果に注目。HFWは、水と衛生
分野で活動する団体と共に、県に水質再検査の重要性を訴えました（１月）。その結果、

県は井戸を建設した団体
が県から撤退する前に水
質を再検査することを義
務づけると約束し、アドボ
カシーにも通じる活動が
できました。



　５地域、200名で活動するYEHをサポー
トしました。YEHは、若者の収入創出事業
を継続。また、組織力強化にも注力し、内
規を作成するために、YEH事務局が５地域
のYEHを巡回して話し合いを持ちました（６
月、７月）。国内会議には80名が参加。持
続可能な開発のための若者の組織力強
化、リーダーシップスキル、事業管理、広報
についての研修を実施しました（８月）。

活動の推進役である住民100名に対して、食料への権利についての研修を行いました（12
月）。バングラデシュで開催された事務局長会議で「食料への権利」研修を受けた支部事
務局長が、支部職員とYEHメンバーに研修を行い、支部職員とYEHメンバーが住民のた
めの研修ツールを作成しました。研修では食料への権利について説明したあと、住民同
士が、食料への権利を実現させる、または障壁となっている政策をリストアップしたり、地
域で飢餓が起きている原因について話し合ったりしました。話し合いの結果、干ばつに強

いイモ類の栽培をやめたことが食料事情を悪化させているなどの
意見が出され、住民が主体的に気づきを得る研修とすることができ
ました。この初めての研修の成果を受けて、他の住民にも同様の
研修を展開する予定です。

　住民に対する食料への権利についての
研修を、本格的に開始しました。食べるこ
とが権利であること、またHFWが支援する
井戸建設、植林、教育支援などの地域開発
が、飢餓の解決につながっていることにつ
いて、住民の理解を深めました。

ウガンダでは、若者の失業率の高さが社会問題となっています。YEHは、若者の収入創
出を目的に2008年から養豚事業を継続。2012年度は、全活動地域に拡大することができ
ました。YEHは活動資金で養豚場を建設し、雄雌の子豚を購入。研修を受けて世話し、
産まれた子豚は売るほかメンバーに配ります。メンバーは家庭で育て、事業を拡大します。

活動資金には、メンバー自身の寄付や資金調達が
ありました。
この活動で協同で働くことを初めて経験する若者
も多く、協力すれば大きなことができると学ぶ場に
もなっています。

　支部事務局長が理事長を務めた「ウガン
ダナショナルNGOフォーラム※」を通じた
活動のほかに、MDGsに関する提言活動を
実施しました。

ウガンダにおけるMDGｓの達成状況を市民団体が
評価するワークショップに参加しました。政府の行
動を検証し、2015年に達成期限を迎えるMDGｓ以
後の開発目標について話し合いました（10月）。
このワークショップを参考に、郡より小さな行政単
位である準郡レベルでもMDGs達成状況を評価で
きるツールを支部職員が作成しました。これを使
い、HFWの活動地域であるナマユンバ準郡、マス
リタ準郡、ブスクマ準郡の各自治体と協力して評
価活動を実施（11～12月）。報告書と提言書を作成
中です。

※ウガンダ国内で活動するNGO約
400団体が加盟するネットワーク
NGO。NGOが活動しやすい社会
を作ることをめざし、NGOの組織
強化やアドボカシー活動を行う



TICAD Vに向けてアドボカシーや啓発活動を行う市民社会のグループ。48
団体と個人が参加
世界的な市民社会ネットワークGCAP（Global Call to Action Against 
Poverty）の日本組織として政策提言や世論喚起のキャンペーンを行う
NGO72団体が参加

※１

※2

　

日本では、地域開発以外の３つの活動を行っています。
飢餓は、開発途上国だけの問題ではないという認識が
世界的に広まるなか、その解決に日本が果たす役割は、
資金援助以外の分野でも高まっています。
NGOだからこそできることを戦略的に実行すべく、
行政や企業と連携しながら、市民の力を生かした活動を展開しました。

　主要メンバーとして参加するTICAD V NGOコンタクトグループ※1

で、2013年６月開催のTICAD Vの本会合とそこに至る過程、採
択された宣言の実現において市民社会が参画することが不可欠
であることを、政府関係者に要請しました。また、TICAD Vに
向けた提言文書の作成や会議の運営で中心的な役割を果たしま
した。特に「経済開発・農業」に関する提言では、HFWのめざ
す食料安全保障について強調。アフリカ開発がアフリカの人々
の権利やニーズに沿って行われるべきとする内容については、ア
フリカに活動現場を持つ強みを生かすことができました。
　また、「動く→動かす」※２の中心メンバーとしても、TICAD V
やМDGsへの提言を行いました。SUTAでは、МDGsの達成を
政府に訴えるよう市民に呼びかけ、日本では２万6000人が参加
しました。
　６年目となる連続公開セミナー「飢餓を考えるヒント」（５月、７
月、11月に２回）を他団体と共催。ブルキナファソの食料不安や日
本における地産地消の取り組みなどについて、NGO関係者や研究
者からの報告をもとに、参加者と活発な議論を交わしました。今後

のアドボカシーに役立つ情報が収集でき、有識者とのネットワーク
を築くことができました。その内容を啓発活動に活用するために、
冊子の制作も進めました（HFWほか２団体で発行）。



　他のNGOや国際機関と共同で、広く市民に飢餓と私たちの暮
らしとのつながりを伝え、行動を呼びかける「世界食料デー」月
間（10月）を実施しました。HFWは、初年度の2008年から引き
続き事務局を担当。チラシとホームページの制作、ネットワーク
運営などを担いました。また、プレイベント「栄養の視点から考
える格差問題－栄養士にできること－」の主催（８月）や、NHK、
J-WAVEのラジオに出演し情報発信をしました。
　さらに、食料ロス・廃棄問題の解決をめざすフードロス・チャレ
ンジ・プロジェクトを実行委員会メンバーとして始動させました。
プロジェクトでは、生活者や企業、行政など、さまざまな立場の
参加を募り、連携を構築。立ち上げイベント（１月）や、生産から
消費に至る食品の流れを追う現場調査（３月）を行い、具体的な
アクション考案ための準備を進めました。
　その他、活動説明会の開催、グローバルフェスタ（10月）など
各種イベントへの出展、講師派遣、学生の事務所訪問受け入れ、
「NGOと企業の推進ネットワーク」※のコアメンバーとして勉強
会の開催などを行いました。また、HFWのボランティアが企画
するイベントでは、料理教室や語学講座、フリーマーケット、写
真展、チャリティコンサートなどが行われ、親しみやすい内容で、
幅広い層に飢餓の現状と活動を伝えることができました。

※貧困と開発の問題解決のため、NGOと企業の連携を促進し、効果的なCSR活
動実施をめざすネットワーク。NGO34団体、企業19社が参加

　９地域、約110名で活動するYEHの活動をサポートしました。
YEHは、街頭募金やフリーマーケット、チャリティコンサート、文化
祭、書損じハガキ回収などで、飢餓に関する展示や支援金集めを行
いました。
　HFWの活動にも、若い力を生かして参画しました。SUTAでは、
YEH茨城が2012年のテーマ「ご当地スタンド・アップフォトコンテ
スト」の入賞作品に選ばれ、YEH山梨は、映画上映も行い多くの人
を動員。ほかの都市でも、ご当地らしさと若さを生かしたアクション
を行いました。「世界食料デー」月間には、YEH茨城が学生団体
「TABLE FOR TWO筑波大学」とともに、筑波大学食堂でアフリカ
メニューを提供して寄付を集め、飢餓をテーマにした講演会も実施
しました。
　運営面では、国内会議を２回開催（８月、３月）。全国各地からメン
バーが集まり、飢餓や組織運営についての知識を深め、今後の行動
を創作しました。2013年に日本で開催する５ヵ国のYEHが集まる
会議に向けて準備も進めました。
　また、HFWは青少年の力をより生かす活動を展開するために新
戦略づくりに着手。2013年度の戦略完成に向け、これまでの青少
年育成の成果や青少年自身の意見をまとめるワークショップを、
YEHとともに実施しました。　　



収入が２億円を突破。新しいスローガンも発表しました。
多くの会員、寄付者、
ボランティアのみなさんの存在が
力になっています

　経常収入が、2015年までの達成目標であった２億円を突破し、
２億262万円（前年比111％）となりました。自己資金の割合も99％
と高く保つことができ、使途が指定されていない収入から人材育成
など活動の土台となる部分にも資金を投入できました。
　この収入の７割を占めたのが、11回目（2012年１月～５月）を迎え
た「書損じハガキ回収キャンペーン」によるもの。個人７万2667名、
企業・団体101組織のみなさまからハガキや商品券などの寄贈を受
け、１億2472万9374円（年度内合計１億4179万円）の支援金とな
りました。気軽に国際協力ができることが広く支持されています。
また、報告体制や活動内容について協力団体からの信頼が厚くな
り、継続参加が増えていること、新しい協力団体の開拓や手法の
改善も怠らなかったことが、回収数増加につながりました。キャン
ペーンの運営を支えたのも多くの市民で、回収物の仕分けとカウン
トをするボランティアにはのべ1300名の参加がありました。
　また、毎月1000円からの「ひとつぶ募金」は、512口の新規申し込

　2011年度に見直した広報戦略に掲げる“食”への特化と、親し
みのある広報を推進しました。
　HFWが短期的な食料支援ではなく、長期的かつ根本的な解決の
ために行動していることを表現すること、団体を親しみやすくするこ
とを目的に新スローガン「食べる、生きる、明日を育む。」を発表し（５
月）、リーフレット刷新にも着手しました。FacebookやTwitterの活
用も強化し、より親しみやすくタイムリーな情報を発信しました。こ
れまでの支援者をはじめ、接点のなかった市民とも双方向のコミュニ
ケーションが生まれ、ホームページのアクセス数の増加、募金への
申し込みにつながりました。

　定期刊行物として、広報誌「ハンガー・フリー・ニュース」（４月、10
月）、ポストカード「写真で伝えるハンガー・フリー・ニュース」（９月、
11月、３月）、年次報告書（７月）、メールマガジン（月刊）、支援国を
指定した会員ハンガー・フリー・パートナーへの個別の報告書を発
行。これらには、引き続きプロのデザイナー、ライター、編集者など
の協力をボランティアで得ることができ、制作物の質を高めること
ができました。
　また、多くのメディアからの取材対応や、新しい対象者向けの広
報を強化する準備を行いました。

みがあり、累計1688口に（2007年開始）。夏期と冬期に実施する
募金も前年度比133％の増収になりました。
　一方で、全収入に占めるキャンペーンの割合が高すぎるリスクは
増大。会員・寄付者の継続率向上のための業務と新たな資金調達
プログラムを、2013年度に開始することを決定しました。

●財務についての詳細情報は、16ページ「HFWのお金の使い道」
をご覧ください。



より効果的な活動のために、
人材育成や環境づくりも重視。
長期的な視野でNGO業界全体の
向上にも貢献しています

　本部事務局長は、国際協力NGOセンター（JANIC）※2で理事と
メンタルヘルスワーキングメンバー、及びアカウンタビリティセルフ
チェック改訂委員を兼任。その任において、NGO向けにメンタルヘ
ルス講座の開催、組織の説明責任向上のためのプログラムづくりな
どを行いました。
　また、他NGOからの相談にも積極的に応じました。マネジメント、
資金調達、事業計画策定、ボランティア活動など多様な内容につい
てHFWの事例を紹介し、NGO業界全体の能力強化に貢献しまし
た。さらに「NGOと企業の連携推進ネットワーク」のコアメンバーとし

て、NGOと企業の質の高い連携のためのチェックリストの作成など
を行いました。さらに、NGO業界に関するメディアや行政、就職希
望者から寄せられる、多数の取材や質問に対応しました。

※2日本最大級のネットワーク型NGO。NGOの活動がより活発に効果的に行わ
れるようサポート。95団体が正会員

　事務局長会議をバングラデシュで開催し、2015年度までの中長
期計画について、各活動国の進捗状況を評価し、見直しました（５
月）。バングラデシュ支部の地域開発事業も視察。活発な情報交換
があり、有益な学びの場となりました。ベナンとブルキナファソに
は、理事１名を派遣し、事業視察と評価、支部職員への研修を行い
ました（２月）。同行した本部職員２名は、国内での担当業務強化に
役立つ情報も収集しました。
　また、バングラデシュ支部、ウガンダ支部の事務局長にリーダー
シップとマネジメント研修、バングラデシュ支部の会計担当職員に
会計研修を、日本で実施しました（８月）。本部資金調達職員は、オ
ランダで開催された世界ファンドレイジング大会に日本代表として
参加した際に、世界の先駆的な資金調達について学びました（10
月）。
　人事では、ブルキナファソ支部事務局長の退任に伴い、新事務
局長を採用（１月）。本部ではバングラデシュ支部担当職員の異動
に伴った採用と新職員２名の内定を行いました（３月）。
　また、本部においては、職員の待遇改善と長時間勤務の解消（年
間平均178時間／人減※1）を実現。出産、及び育児・介護しながら
も働けるよう在宅勤務規程も規定し、労働環境の改革に一定の区
切りを迎えました。さらに本部は、入居ビルの耐震化工事に伴い階
を移動しました（７月）。その際に、文章管理の見直しとペーパーレス
化も進め、書類等の破棄を断行。倉庫が1/3となり、会議スペース
を新たに確保できました。夏季・冬季は節電にも取り組み、経費削
減に努めました。
　支部においては、ベナン（８月）、ブルキナファソ（９月）で車両を購
入。活動がスムーズに行えるようになりました。しかし、支部職員
の待遇については、さらなる改善が必要であり、2013年度に着手
する予定です。

　本部、支部の運営に共通して、数多くの無償のボランティア、イ
ンターンの貢献が大きく、それぞれの技術や経験を生かした取り組
みは業務推進に欠かせない力となっています。

※1出産前後・育児休業取得の職員の勤務時間を除く。












